





































































































 1967 年 10 月以降、OTC と医療用医薬品は、区別されることとなった。薬事工業生産動
態統計では 1968 年から区別をしている。1968 年に医薬品の生産額ベースで OTC が占める
割合は 29.1%であり、医療用医薬品は 70.9%であった(ここでの OTC は、統計上、小売店舗
の他、配置薬、医薬部外品、調剤用薬を含む)。それ以前の配分比率は、日薬連保険薬価研
究会がまとめており、同研究会は 1963 年以降は作業を行っていない。そのため、1963 年
から 1967 年までの配分比率は推定である(日本興業銀行調査部[1967]16)。 
 やや前後するが、医療用医薬品と OTC の割合は、1966 年は OTC40.7%、医療用医薬品は
59.3%、1967 年は OTC35%、医療用医薬品は 65%であった。1965 年から 1971 年の間にお
いて、医療用医薬品の生産額は約 14.9 倍になっているが、OTC のそれは約 4.8 倍であっ
た。同統計によると、OTC の伸びは緩やかであるが、医療用医薬品は急速に伸張した(図表












＜図表 1 医薬品生産の構成比＞ 






























































































































1956 年に 1,000 億円、その 5 年後には 2,000 億円を超え、以後急速な高成長を維持しなが






－ 5 － 






























－ 6 － 
は長崎で輸入され、道修町に輸送された(神保[1995]22)。道修町には 1666 年に薬種商が 108
人も居住していたといわれている。そして 1722 年には、株仲間として「薬種仲買仲間」が

























































































－ 9 － 
たという指摘もある。 
2）医薬品産業における流通系列化の形成  
 医薬品産業において、流通系列化が確立されたのは 1963 年頃とされる。医薬品卸売業界






 また、新薬系の医薬品メーカーでは、1963 年 6 月に田辺製薬が再販売価格維持制度（再
 










































































































 さらに 1974 年に中央社会保険医療協議会(中医協)は、診療報酬改定において、医師が院
外処方箋を発行した際における院外処方箋料を、それまでの 5 倍となる 50 点に引き上げ
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 わが国において、医薬品業界に直接関係するのは、医療費の約 2 割を占める薬剤費であ
る。政府は現在、大きく 2 つの方法で薬剤費抑制に取り組んでいる。1 つは、医療用医薬
























薬剤費 ＝ 医療用医薬品の単価 × 医療用医薬品の販売数量
薬価改定 セルフ・メディケ シーョン
GE 普及策 OTC普及策


















自由度 上市後の薬価 薬価引下げ イノベーションへの 
インセンティブ 
日本 公定 高 低 低 厳しい 低 
フランス 公定 中 中 中 緩い 中 
イギリス 自由 中 中 中 緩い 中 
ドイツ 自由 中 中 中 緩い 中 
アメリカ 自由 低 高 高 なし 高 
（出所）伊藤[2010]34 頁 
 


















服薬は「1 剤 1 日 1 点」という規定のみであり、実際に医師が購入する薬剤価格とは無関
係にその請求が行われていた（厚生省・労働省監修[1968]）。約 1 世紀前とはいえ、かなり
大雑把な仕組みであったともいえる。 
 薬剤購入価格が、診療報酬としての薬剤料と直接関連性を持ち始めたのは、1947 年 7 月
の薬剤点数表改正以降である。それまでの薬剤料規定では、「使用内服薬の薬価が 1 点単価
の 3 分の 1 以上の場合の点数は別々に定む」の項があった。それが 1949 年 5 月の点数表
改正からは、保健医療で使用する購入価格を診療報酬としての薬剤費算定の基礎に用いら
れるようになった。そこでは使用された薬剤費が、15 円以下の場合は内服薬 2 点、皮下筋
肉注射 4 点とし、これを超える場合は 15 円刻みで 2 点ずつ加算されるようになった。た
だ、1947 年と 1949 年は物価統制時代であり、購入価格は統制価格であったという特殊な














－ 18 － 
 2）薬価基準の性格 
 「標準価格表」としての薬価基準は、その後毎年改正され、1957 年に「品目表」と「基
準価格表」という 2 つの性格を有する薬価基準制度に生まれ変わった*5。1955 年 9 月の大
改正(昭和 30 年 9 月 9 日付厚生省告示第 292 号)では、知事の裁量制が廃止され、厚生大臣
が定める全国統一の薬価基準となった(告示表現を「使用内服薬、使用外用薬、使用注射薬
の購入価格(薬価基準)」に改正)。そして、1957 年 4 月の『保健医療機関及び保健医療担当













める作業に協力することを目的とする医薬品市場調査協力要綱』を定め、1950 年 7 月に市
場価格調査を実施した。これが第 1 回薬価大調査であった。厚生省は、この調査結果に基







 薬価の収載方法には、「統一(名)収載方式」と「銘柄別収載方式」の 2 種類がある。前者
は、成分、剤形及び規格により、単一の名称を付して収載する方式である。現在、この方






 1967 年 3 月の薬価調査では、調査対象を従来の需要主体(病院、診療所、薬局)から供給
主体(医薬品メーカー、医薬品卸)とし、薬価収載の全品目が調査対象となり、現在の薬価調
査の原型が形成された。1967 年 10 月の薬価調査による薬価基準の大改正(昭和 42 年 9 月











の登場によって薬価差益が問題となり、1977 年 11 月から銘柄別収載方式が導入された。



































































































 本稿は、主に 1980 年代に至るまでのわが国における医薬品の生産・流通・消費(使用)と
いう各側面を概括的に整理し、1980 年代以降社会問題化していく医療用医薬品を取り巻く
問題について、歴史的な分析を試みた。消費者レベルでは、支払う価格が同一である医療
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(大正 11 年 4 月 22 日法律第 70 号)第 43 条ノ 4 第 1 項による。薬剤は、『保健医療機関及び保健医療
担当規則第 19 条「保険医は、厚生大臣の定める医薬遺品以外の医薬品を患者に施用し、又は処方し
てはならない旨の規定があり、『保険薬局及び保険薬剤師担当規則(昭和 32 年 4 月 39 日付厚生省令第




険者が療養給付を担当する保健医療機関または保険薬局に支払う。健康保険法第 43 条ノ 9 第 1 項、
同第 2 項で規定している。これで『健康保険法の規定による療養に要する費用の額の算定方法』が厚
生省告示(昭和 33 年 6 月 30 日付厚生省告示第 177 号)で定められ、そこに診療報酬点数表が規定され
る。点数表には「使用薬剤の購入価格は別に厚生大臣が定める」という項目があり、これが『使用薬




と問題提起され、1972 年 1 月 22 日付中央社会保険医療協議会建議に基づき、1975 年の薬価基準改
正時から経時変動調査、1978 年の薬価基準改正(昭和 53 年 1 月 28 日付厚生省告示第 24 号)時から特
別調査が他計調査方式で実施されるようになった(土井[2005]102-103)。 
                                                          
